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資料１ 



神戸市外郭団体監理に関する検討委員会（概要） 

 

１ 概略 

これまでの外郭団体見直しの取組を踏まえ、今後の外郭団体のさらなる活用を目指し、外郭

団体が市の施策実現に果たしている役割を整理し、外郭団体業務の位置づけや、団体経営

の自立性確保と公共性担保のバランス、外郭団体への関与の手法を検討するため、「神戸

市外郭団体監理に関する検討委員会」を開催し、専門的知識を有する委員から意見を聴取

する。 

 

 

２ 経緯 

外郭団体の見直しについては、震災後の間断ない行財政改革の取り組みの中で、震災時

の 64団体から平成 22年度には 46団体まで削減を進めた。 

「神戸市行財政改革 2015」（平成 23～27年度）においては、外郭団体経営検討委員会の

提言の内容もふまえ、さらに 10団体以上の削減を目標に掲げ、特に経営状況が悪く大きな

負債を抱える団体の整理等見直しを進めた。 

  26 年１月現在で、既に 11 団体を削減しており、目標を前倒しで達成できたことから、

改めて外郭団体の意義や市の関与のあり方について整理を行い、今後の外郭団体の監理に

活かしていく。 

 

 

３ 検討予定項目 

(1) 外郭団体業務の位置づけ 

外郭団体で実施する業務について、市の施策実現に果たす役割（公共性、専門性、

継続性、効率性等）を踏まえて、その業務の位置付けを検討する。 

 

(2) 外郭団体の自立性確保と市の関与のバランス 

市の施策実現に対して果たしている役割を踏まえて、「団体経営の自立を図ること」

と、「市の関与により公共性の担保を図ること」のバランスについて検討する。 

 

(3) 外郭団体への関与の手法 

市からの出資・出捐や補助・委託・貸付等の財政的関与、市職員派遣等の人的関与

の手法について検討する。 

 

(4) 外郭団体経営検討委員会提言（H23.1）に基づく見直し状況の進捗について 
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神戸市外郭団体の状況 

 

１ 定義 

 市が 25％以上を出資又は出捐する法人のほか，市と人的又は資金的及び業務的に 

密接な関係を有する法人 

 

２ 主な設立目的 

 ・市行政の補完的役割を担う 

 ・効率的・弾力的な事業運営を行う 

 ・柔軟できめ細かな市民サービスを行う 

 ・人的・財政的に民間の資源の活用を図る 

 

３ 団体数 ３５団体（一覧 資料４） 

 （団体数推移） 

 

４ 団体形態と市出資・出損率 

 100％ ～50％ ～25％ 25％未満 計 

公益財団法人 ５団体 ３団体 １団体 １団体 １０団体 

一般財団法人 ２団体 ３団体 １団体 － ６団体 

株式会社 １団体 ６団体 ９団体 － １６団体 

その他（※） １団体 － － ２団体 ３団体 

計 ９団体 １２団体 １１団体 ３団体 ３５団体 

  ※ その他：地方公社、社会福祉法人、一般社団法人 

資料３ 



５ これまでの見直しにかかる外部委員会 

 平成 14～20年度 「外郭団体経営評価委員」 

         ・経営目標、経営状況のヒアリング調査に基づき経営評価を行い、経営

改善のための指導・助言を実施。        

               

 

平成 21～22年度 「外郭団体経営検討委員会」 

         ・団体の事業内容、経営状況の検証を行い、改革の方向性（事業見直し、

団体の再編・統合・廃止）について市長へ報告。 

          ４６団体中２７団体に「あり方・方向性」について何らかの見直しが

必要と指摘   

 

 

 平成 23～25年度 （個別検討委員会の実施） 

         ・経営検討委員会の報告を踏まえ、外部専門委員を招き個別団体のあり

方を検討。  

「舞子ビラ事業あり方検討委員会」 

          「都市計画総局外郭団体あり方検討委員会」 

          「みなと総局外郭団体あり方検討委員会」 

          「フルーツ・フラワーパーク活性化検討委員会」 

          「水道サービス公社事業に関するあり方検討委員会」＜継続中＞ 

 



神戸市の外郭団体一覧神戸市の外郭団体一覧神戸市の外郭団体一覧神戸市の外郭団体一覧 　 （単位：百万円、人）

正味財産 債務保証

平成22年度 平成23年度 平成24年度 純資産 損失補償 補助金
委託料（指
定管理含）

1 (公財)神戸国際協力交流センター H5.7.14 300 100.00%
1.国際協力事業　2.国際交流・多文化共生事業　3.留学生支援事業　4.海
外事務所運営事業

3.1     3.2     5.7 330     0 0 173 5.3 1 0 0 100% 10 1 1 9 52%

2 (公財)先端医療振興財団 H12.3.17 1,233 92.87%
1.先端医療の臨床研究、技術開発（先端医療センター　病院・研究所）
2.医療関連産業の集積

1,637   △170   137 2,526   3,300 0 272 0.3 2 0 3 40% 17 5 262 38 7%

3 (公財)計算科学振興財団 H20.1.22 101 49.50%
1.スパコンを活用した研究開発・産業利用促進のための技術高度化支援
2.スパコン利用の成果等に関する普及啓発

39.0    13      198 354 0 0 256 0 1 0 1 50% 2 1 0 21 13%

4 (公財)神戸都市問題研究所 S50.3.5 300 16.67%
1.調査研究活動・研修　2.機関誌「都市政策」の編集・発行　3.神戸市史
編集出版等業務

2.7     0.2     △ 7.4 489 0 0 0 80 0 1 1 50% 5 5 0 3 77%

5 (公財)神戸いきいき勤労財団 S56.11.2 30 100.00%
1.生きがい創造事業（シルバー人材センター事業、勤労者福祉共済制度
等）　2.生涯学習事業　3.就業支援事業

47.0    6.9     25 722     0 0 57 581 1 1 0 100% 17 7 27 34 28%

6 (公財)神戸市民文化振興財団 S57.10.1 100 100.00%
1.文化振興事業（国際フルートコンクール、ジャズストリート等）　2.文
化ホール、区民センターの管理運営

△1     △24    △ 19 194     0 0 183 483 1 1 0 100% 9 6 1 43 25%

7 (公財)こうべ市民福祉振興協会 S56.6.1 410 100.00%
1.市民の福祉活動の振興、福祉意識の啓発事業　2.しあわせの村の運営
3.介護保険関連事業

△6     △918   8.0 273     0 2,040 80 1,132 1 1 0 100% 7 6 27 20 22%

8 (公財)神戸市産業振興財団 H4.3.13 636 100.00%
1.中小企業支援事業　2.企業誘致支援事業　3.産業振興センター、ファッ
ション美術館の管理運営

△23    8.6     △ 0.6 745     0 0 187 465 0 1 0 100% 8 2 8 23 24%

9 (公財)神戸市公園緑化協会 S43.4.20 24 50.00%
1.緑化活動支援事業　2.公園・緑地のマネジメント事業（須磨離宮公園、
森林植物園、総合運動公園）

41.0    36      58 350     0 0 1.7 1,359 3 3 0 100% 25 18 70 43 28%

10 (公財)神戸市スポーツ教育協会 H2.4.1 200 87.50%
1.体育施設等の管理運営（王子スポーツセンター、中央体育館等）　2.学
校給食事業　3.市民スポーツ振興事業

48      49      252 858     0 0 72 763 1 2 0 100% 10 25 11 40 41%

11 (一財)神戸市地域医療振興財団 H3.2.14 110 90.91%
1.地域医療連携システム運営事業
2.西神戸医療センターの運営

334     130     △ 125 3,996   0 0 920 0.7 4 0 0 100% 41 3 608 90 6%

12 (一財)神戸在宅ケア研究所 S62.7.7 100 35.00%
1.在宅ケアに関する調査研究　2.リハビリテーション病院、介護老人保健
施設の管理運営　3.住宅改修助成事業　4.訪問介護事業

61      146     109 2,099   0 0 0 167 0 3 1 75% 3 10 377 20 3%

13 (一財)神戸国際観光コンベンション協会 S43.7.8 130 100.00%
1.観光誘致宣伝、観光客受入、観光推進事業　2.フィルムオフィス事業
3.コンベンション誘致推進、施設の管理運営

△178   △ 126 49 2,874   0 1,106 98 111 2 1 0 100% 5 1 31 19 11%

14 (一財)神戸みのりの公社 S54.2.20 124 96.07%
1.神戸ワインの製造及び販売　2.神戸市域の農業及び漁業に関する施設の
管理運営（六甲山牧場、海づり公園）

2       0.7     △ 77 102     0 2,000 2.9 283 1 1 0 100% 1 2 46 18 4%

15 (一財)神戸すまいまちづくり公社 S38.5.18 121 99.59%
1.すまいのまちづくり支援事業　2.インフラ整備支援事業　3.賃貸住宅関
連事業　4.施設管理賃貸事業（KIBC、KIO）

334     273     7,340 10,218  0 18,845 1,544 2,667 1 1 1 67% 71 67 95 34 52%

16 (一財)神戸市水道サービス公社 S40.8.13 110 100.00%
1.水道メーター取替、検針、料金徴収業務　2.水道施設管理事業　3.水・
インフラ整備に関する国際貢献

6       59      2.6 346     0 0 0 1,070 1 1 0 100% 6 5 25 110 8%

17 神戸新交通(株) S52.7.18 24,266 77.16%
1.鉄軌道事業（ポートライナー、六甲ライナー）
2.関連事業（不動産賃貸事業）

182     383 401 3,475 3,240 23,334 0 268 1 3 0 100% 0 3 158 1 2%

18 神戸都市振興サービス(株) S58.8.21 14,470 37.32%
1.医療・バイオ分野の中核施設の整備、管理、運営（先端医療センター）
2.医療関連の新規事業の創出支援

△124   19      △ 11 14,451 0 0 0 0 1 2 0 100% 3 9 1 4 71%

19 神戸高速鉄道(株) S33.10.2 2,000 25.00% 1.鉄軌道事業（神戸高速線） △145   △369   △ 19 △411 562 2,900 633 0.6 0 1 2 33% 0 0 0 4 0%

20 (株)神戸ワイン S59.10.3 1,400 93.14% 1.フルーツ・フラワーパークの管理運営 4       5.3     △ 43 △3,011 0 3,000 1.2 348 1 1 0 100% 1 0 27 6 3%

21 (株)神戸商工貿易センター S42.8.5 1,500 50.00%
1.オフィスビルの貸室・貸会議室及び貸駐車場の管理運営事業（商工貿易
センタービル、ファッションマート）

27      39      138 5,257 0 0 0 32 0 2 0 100% 2 2 27 4 11%

22 (株)有馬温泉企業 S16.6.19 10 50.00%
1.有馬温泉における温泉の販売供給
2.神戸市が所有する泉源の維持管理

0.1     5.5     0.6 27 0 0 0 25 0 0 0 0% 0 0 2 0 0%

23 くつのまちながた神戸(株) H11.4.28 100 47.13%
1.靴及び履物産業の振興に寄与する拠点施設の管理運営（シューズプラ
ザ）

2       △6.6   0.3 561 0 0 0 27 0 1 0 100% 1 0 0 4 20%

24 神戸地下街(株) S38.2.4 109 44.44%
1.神戸市域の地下道及び附属店舗の建設、管理運営（さんちか、交通セン
タービル、デュオこうべ）

33      98      240 859 0 0 0 171 0 3 3 50% 1 1 34 13 4%

25 神戸ハーバーランド(株) S63.4.11 1,650 32.12%
1.神戸ハーバーランド地区の管理事業　2.貸室事業（ハーバーランドセン
タービル）

5       2.6     7.0 1,830 0 0 107 87 1 2 0 100% 0 3 1 8 25%

26 (株)神戸サンセンタープラザ S45.5.1 75 30.73% 1.さんプラザ、センタープラザ、センタープラザ西館の管理運営 4.2     2.6     2.4 100 0 0 0 16 0 2 0 100% 0 8 14 6 29%

27 神戸港埠頭(株) H22.10.5 19,015 99.92% 1.外貿埠頭及びフェリー埠頭等の建設、賃貸、管理運営 △13    △1,867 △ 1,149 33,436  15,812 21,185 0 113 4 1 3 63% 18 4 12 13 47%

28 (株)OMこうべ S52.8.2 7,389 99.57%
1.大規模ニュータウンの主要商業施設、駐車場を整備運営（須磨パティ
オ、名谷センタービル）

821     899     1,213 21,226 0 335 0 153 2 3 0 100% 7 19 52 25 25%

29 神戸航空貨物ターミナル(株) H4.4.28 2,936 48.37%
1.国際航空貨物の通関、保管、関西国際空港への集中輸送業務　2.施設賃
貸（事務所・上屋・駐車場）

43      44      36 159     0 0 0 0 0 1 1 50% 1 1 2 2 33%

30 (株)神戸フェリーセンター S44.8.29 50 36.00%
1.フェリー事業（神戸～高松、神戸～大分）
2.駐車場事業

△13    △11    3.1 △75    0 58 0 66 0 1 0 100% 0 1 15 7 4%

31 神戸空港ターミナル(株) H14.12.26 1,726 31.18% 1.神戸空港の旅客ターミナルビル、貨物ターミナルの建設・運営 16      98      187 2,841 2,596 0 0 3.1 1 0 2 33% 1 0 4 3 13%

32 神戸交通振興(株) S59.3.30 55 100.00%
1.ビル経営事業（御崎Ｕビル） 2.自動車輸送事業（ｼﾃｨｰ･ﾙｰﾌﾟ等） 3.市
バス営業所管理受託・地下鉄駅業務・広告業務

19      2.5     16 645 0 0 0 1,843 1 2 0 100% 7 15 64 357 5%

33 (社福)神戸市社会福祉協議会 S26.6.30 3 0.00%
1.市民の福祉意識の醸成（市民福祉大学等）　2.子育て支援事業（こべっ
こランド、児童館の運営）　3.高齢者福祉の推進事業　4.障害者福祉の推
進事業

16      16      △ 35 1,952   0 0 743 2,802 1 0 0 100% 8 42 151 78 18%

34 神戸市道路公社 S46.4.21 28,383 100.00%
1.有料道路の建設・管理（六甲有料、六甲北有料、西神戸有料）　2.有料
駐車場の建設・管理

(3,022) 2,799   31,240 28,543  31,704 1,820 21,500 0 1 1 1 67% 37 13 0 0 100%

35 (一社)神戸港振興協会 S33.9.2 0 0.00%
1.神戸港振興事業（みなと神戸海上花火大会等）2.ポートタワー・海洋博
物館運営

△54    38      △ 46 733     0 1,128 49 428 1 0 0 100% 2 2 18 57 5%

合計 5,649 1,686 40,136 139,074 57,214 78,440 26,877 15,551 35 43 19 80% 326 287 2,171 1,157 16%

平成24年度決算数値（H25.3.31現在）
常勤役員数

（H25.7.1現在）

市関与の状況
市派遣 市ＯＢ

職員数
（H25.７.１現在）

その他 市比率 市派遣 市ＯＢ
固有
職員

市比率

公益
財団

一般
財団

株式
会社

その他

設立年月
日

資本金 出資割合 主な事業
形態 団体名

基本情報（H25.4.1現在）

整理
番号 その他

当期損益または正味財産増減
貸付
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委員会の進め方について 

 

１ 概要説明 

 

２ 団体及び所管部局に対するヒアリング 

 【目的】 

  外郭団体の業務の位置付けや市の関与の手方等を検討していくにあたって、いくつかの

類型から抽出した団体のヒアリングを実施することで、団体の実態や課題を把握していた

だき、今後の検討に役立てる。 

 【対象】 

  全 35団体中、８～10団体程度を抽出して実施 

 【内容】 

  ○主たる事業内容について（市施策との関わり等） 

  ○市の関与について（財政的関与、人的関与等） 

  ○団体の自立性確保について（経営の自立性・継続性、内部統制等） 

  ○外郭団体経営検討委員会指摘事項の進捗について 

 【実施方法】 

○１回あたり２、３団体のヒアリングを実施。 

  ○１団体あたり１～１．５Hを想定。 

  ○ヒアリングは、団体及び所管部局より行う。 

 

３ ヒアリングを踏まえて委員意見聴取 

○外郭団体業務の位置づけ 

 ○外郭団体の自立性確保と市の関与のバランス 

○外郭団体への関与の手法 

○外郭団体経営検討委員会提言（H23.1）に基づく見直し状況の進捗について 

 

４ 意見の整理 
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団体ヒアリングについて 

  

【ヒアリング対象団体選定】 

○選定方法案（資料４参照） 

 団体の形態に着目した「公益財団法人」「一般財団法人」「株式会社」「その他」に分類し、

各分類から数団体をヒアリング対象とする。 

 

●公益財団法人 

・大部分が公益事業、赤字事業であり、何らかの補助金を支給しており、補助金を除くと赤字と

なる団体がほとんど。 

・市との関連が深く、出捐率は市が 100％である団体が多く、市派遣職員が占める割合も高い傾 

向がある。 

 候補案   ６ 神戸市民文化振興財団 

       ７ こうべ市民福祉振興協会 

       ９ 神戸市公園緑化協会 

 

●一般財団法人 

・公益事業と収益事業を組み合わせて実施。事業内容に応じて補助金を受けている場合がある。 

・施設管理業務をはじめとする市の補完的業務を元来行ってきた団体が多く、現在指定管理業務

を受託している団体も多い。出捐率は高いが、市派遣職員が占める割合は公益財団より低め。 

 候補案  １３ 神戸国際観光コンベンション協会 

      １５ 神戸すまいまちづくり公社 

 

●株式会社 

・収益事業を行うことを基本とするが、市と関連が深い事業を実施する団体がほとんど。補助金

を受ける団体はほとんどない。 

・施設管理、交通関係事業を主とする団体が多く、指定管理者として受託しているものも多い。

出資率は会社の成り立ちにより幅があるが 30％～50％程度の団体が多い。市派遣職員が占める割 

合は低い団体がほとんど。 

候補案  １８ 神戸都市振興サービス 

      ２３ くつのまちながた神戸 

      ２５ 神戸ハーバーランド 

      ２８ OMこうべ 

 

●その他 

・社会福祉協議会、神戸港振興協会は、出資・出捐率は０％であるが、市と密接な関係を有する

法人として外郭団体に位置付けている。事業内容は市と関連の深いものが多く補助金も支給され

ている。市派遣職員はさほど多くない。 

・道路公社は、法律上の地方公社であり、有料道路及び駐車場の建設、管理を行っている。出資、

職員についても 100％市の関与のもとに運営されている。 

 候補案  ３３ 神戸市社会福祉協議会 
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今後のスケジュールについて 

 

 

時 期 実施内容 

平成２６年１月２２日（水） 

 

 

平成２６年３月 

 

 

 

平成２６年夏 

 

 

 

平成２６年秋 

 

 

 平成２６年冬 

 

 第１回 委員会 

（委員会の進め方、ヒアリング対象団体の選定等） 

 

  

 

団体及び所管局ヒアリング 

 

 

 

第２回～第４回 委員会（委員意見聴取） 

 

  

 

 

第５回 委員会（委員意見整理） 
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神戸市外郭団体監理に関する検討委員会開催要綱 

平成26年 1月 15日  

                  企画調整局長決定 

 （趣旨） 

第１条 外郭団体が市施策実現に果たす役割を踏まえ，出資・出捐者である市が

団体にどのように関与すべきか，また団体経営の自立・安定をどのように図っ

ていくべきか，専門的な見地から幅広く意見を求めるため，神戸市外郭団体監

理に関する検討委員会を開催する。 

 （委員） 

第２条  委員は，会計，財務，監査又は法律について専門の学識経験を有する者

の中から，市長が委嘱する。 

２ 前項の規定により委嘱する委員の人数は３名とする。 

３ その他，市長は，特定の事項について専門知識を有する者を臨時委員として

委嘱することができる。 

 （任期） 

第３条 委員の任期は，２年以内とする。ただし，再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員の任期は，特定の事項について意見を聴取するのに必要な期間とする。 

（委員長の指名等） 

第４条 企画調整局長は委員の中から委員長を指名する。 

２ 委員長は会の進行をつかさどる。 

３ 企画調整局長は，委員長に事故があるとき，または委員長が欠けたときは，

前項の職務を代行する者を指名する。 

（委員会の公開） 

第５条 委員会はこれを公開とする。ただし，次のいずれかに該当する場合で企

画調整局長が公開しないと決めた場合はこの限りでない。 

(1)神戸市情報公開条例（平成 13年神戸市条例第 29条）第 10条各号に該当する

と認められる情報について意見交換を行う場合 

(2)委員会を公開することにより公正かつ円滑な委員会の進行が著しく損なわ

れると認められる場合 
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２ 委員会の傍聴については，神戸市有識者会議傍聴要綱（平成25年３月27日市

長決定）を適用する。 

（施行細目の委任） 

第６条 この規則に定めるもののほか，委員会の開催に関し必要な事項は，企画

調整部長が定める。 

   附  則  

 この規則は，平成26年 1月 22日から施行する。 
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